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この点について、王立国際問題研究所（チャタムハウス）は、2011 年 12 月「サウジアラビアが、この
まま何の対策もせずにエネルギー消費を拡大し続けると、2038 年には石油輸入国になる」旨の大胆
な主張をしたことが有名だが1、実は、それ以前の 2011 年 5 月には、サウジアラビアのサルマーン現
国王の実子であるファイサル・マディーナ州知事が会長を務める Jadwa Investment が「2030 年に
はサウジアラビア国内の石油消費が輸出を上回る」旨の予測を公表している。 
加えて、2014 年 11 月の石油輸出国機構（Organization of the Petroleum Exporting 








金削減に関する発言を行っている。特にサウジアラビアでは、2013 年 5 月に当時のジャーセル経済
企画相が、補助金によりサウジ経済が歪められているとして補助金の大幅削減を要求した他、最近で





                                                  
1 Glada Lahn and Paul Stevens, “Burning Oil to Keep Cool: The Hidden Energy Crisis in 
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のアラブ 6 カ国から構成される湾岸協力会議（Gulf Cooperation Council : GCC）加盟国が域内に
おける産業規格や基準の統一標準規格の策定を目的として設置した湾岸諸国標準化機関（GCC 
Standardization Organization＝GSO）2の所在地でもあるサウジアラビアの影響を受けつつ、国ご






ENEC（Energy Efficiency in the Construction Sector in the Mediterranean）がある3。同プロ
ジェクトの第 1 期計画は、2006 年から 2009 年まで、10 ヵ国（アルジェリア、エジプト、イスラエル、ヨ
ルダン、レバノン、モロッコ、パレスチナ、シリア、チュニジア、トルコ）の小規模な集合住宅における実
験が行われ、第 2 期計画では、ヨルダンの死海近郊でより大規模な都市開発も含めた Dead Sea 
Development Zone Project が 2009 年より 2012 年まで実施されている。 
加えて 2008 年には、EU、GIZ、デンマークの DANIDA（Danish International Development 
Agency)、およびエジプトの NREA（New and Renewable Energy Authority）の支援により、アラ
ブ連盟加盟国における再生可能エネルギーと省エネルギー普及を進めるため、RCREEE
（Regional Center for Renewable Energy & Energy Efficiency）をカイロに設立、各種セミナーを
開催している4。現在の RCREEE 参加国は、アルジェリア、バーレーン、ジブチ、エジプト、イラク、ヨ
ルダン、クウェート、レバノン、リビア、モーリタニア、モロッコ、パレスチナ、スーダン、シリア、チュニジ
ア、イエメンの 16 ヵ国となっている。 
なお、中東における再生可能エネルギーの代名詞的存在であり、持続可能な低炭素エネルギー
事業を展開する再生可能エネルギー企業である Masdar（Abu Dhabi Future Energy Company）
と同社が運営する Masdar City 内に本拠地がある国際再生可能エネルギー機関（International 
Renewable Energy Agency: IRENA）の本部を有する UAE は、2015 年現在 RCREEE には未加
盟だが、RCREEE も再生可能エネルギーと持続可能な開発をテーマに毎年 1 月に実施される Abu 
Dhabi Sustainability Week の一環として、Masdar が主催する世界最大級の再生可能エネルギー
の祭典とも言える World Future Energy Summit（WFES）や IRENA の年次総会に参加するなど
協力体制にある。 
                                                  
2 GSO の概要については以下を参照。http://www.gso.org.sa/ 
3 MED-ENEC の概要については以下を参照。http://www.med-enec.com/ 
4 RCREEE の概要については以下を参照。http://www.rcreee.org/ 
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またアラブ連盟は、2010 年に EU、MED-ENEC、RCREEE 他の協力により、EU のエネルギー・
サービス指令（EU directive 2006/32/EC on energy end-use efficiency and energy service 
known as “Service Directive”）を元に、「Arab EE Guideline」を発表。加盟国に対して、2015 年
までに概ね 10 年間程度の中長期省エネ計画「NEEAP（National Energy Efficiency Action 
Plan）」の制定を要求5、2015 年 5 月現在の時点で、エジプト、レバノン、パレスチナなど 6 ヵ国が行
動計画を制定済である。さらにアラブ連盟は、2011 年 12 月アラブ電力閣僚協議会（Arab 
Ministerial Council for Electricity: AMCE）において、毎年 5 月 21 日をアラブ省エネルギーの日










ているのは、現時点でバーレーンとクウェートの 2 ヵ国、さらに RCREEE やアラブ連盟が求める
NEEAP を作成しているのはバーレーン 1 ヵ国のみである。 
 
以下、筆者が直接・間接に関与しているサウジを中心に省エネの現状について説明する。 
サウジは 2003 年から国連開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）の協
力のもと、KACST（King Abdul Aziz City for Science and Technology）、サウジ・アラムコ（Saudi 
Aramco）、サウジ基礎産業公社（Saudi Basic Industries Corporation: SABIC）を中心に NEEP
（National Energy Efficiency Program）を立ち上げ、この NEEP を母体として、2010 年には






Committee）と石油鉱物資源省（実質はアラムコ）を中心とする約 30 省庁・機関出身の約 150 人のメ
ンバーから構成される Technical Team による SEEP（Saudi Energy Efficiency Program）が立ち
上げられており、本格的な省エネ計画の策定を実施している。 




7 SEEC の概要については以下を参照。http://www.seec.gov.sa/ 
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現在 SEEP は、建築分野、輸送分野、産業分野の 3 分野を優先分野と定めて活動を実施してお
り、家庭用のエアコン、冷蔵庫などの家電製品に対する省エネ効率基準とラベリング制度の導入、新
規の建築物に対する省エネ規制の導入（断熱材の義務化や住宅用断熱材の標準化）を実施したほ
か、2014 年 11 月には、中東初の本格的な自動車燃費規制（Saudi Café）を 2016 年から導入する
ことを石油鉱物資源省、商工省、サウジ標準化公団（Saudi Standard Metrology and Quality 
Organization: SASO）などと共に正式公表したほか、自動車のタイヤ転がり抵抗規制についても導
入を公表している。また産業分野については、サウジ国内の石油化学、セメント、鉄鋼の 3 分野にお











ている製品では、ほぼ 100％となっている。その他の GCC 諸国も多くが省エネ・ラベリング制度を導
入しているが、現状での添付率は、筆者が個人的に確認した範囲では、ここ 3ヵ月で貼付率が急上昇




1970 年代の 2 度の石油危機（いわゆるオイル・ショック）など、過去の経験を通じて日本がこれまで
蓄積した省エネ技術やノウハウについて、中東産油国は、概ね高く評価している。特にサウジにおい
ては、主要国の省エネの状況を独自に比較・評価しており、この分野において、日本が世界で最も進
んでいる国の 1 つであると高く評価している。 
我が国にとって、サウジは最大の石油の供給先であり、友好国であることから、経済産業省は、
2013 年 5 月よりサウジ政府からの要請に応じる形で、定期的な意見交換や、専門家の派遣、サウジ
側が期待する建築分野などの省エネ・セミナー、ワークショップ等の開催を通じて、サウジ国内のエネ
ルギー使用量・消費量の効率化・削減のため、日本がこれまで培った経験とノウハウを提供している。 
これに加えて、日本政府とは別に東京電力が 2014 年 6 月、電力の効率的利用に関するコンサル
ティング契約を SEC（Saudi Electricity Company）との間で締結した。この契約では、東京電力が
                                                  
8 サウジの省エネ規制については、SASO の以下の HP で入手可能である。 
http://www.saso.gov.sa/ar/Pages/default.aspx この他に新規の省エネ規制案については、
WTO/TBT 協定に基づき、SASO はWTO 事務局に原則通報しており、以下で確認可能である。
http://tbtims.wto.org/web/pages/search/notification/BasicSearch.aspx 
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サウジの電力供給の現状を分析、需要側の省エネ関する取り組みと配電設備の電力損失を低減する
方策に関する提案を行う計画となっている。なお、過去に東京電力は、独立行政法人国際協力機構
（Japan International Cooperation Agency: JICA）の業務受託（期間：2007 年 2 月～2009 年 3
月）により、サウジアラビアにおける電力需要改善対策を取りまとめた｢電力省エネルギー・マスタープ
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パートは、週末の金土を除く平日は、午後 3 時半から 7 時半を除く、毎日朝 7 時半から夜 12 時前後
まで合宿生活状態で働いている）、私の今 2 歳半の娘「璃子」が将来大人になった時には、中東産油
国の国民の意識も大きく変化しており、中東産油国を説明する際に、日本に石油を輸出しているだけ
でなく、エネルギーを賢く使っている国だと説明する時代が来ているかもしれないと時々考えているし、
また、そうなると良いと心から願っている。そういったことに筆者の現在の仕事が微力でも役立てれば
と日々考えて仕事を続けている毎日である。 
 
経済産業省資源エネルギー庁 
省エネルギー新エネルギー部国際室課長補佐 
猪口 相 
 
